
（平成２３年５月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本国民年金 事案 669 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成２年４月及び同年５月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年９月から 58年１月まで 

             ② 昭和 58年３月から 59年 11月まで 

             ③ 昭和 62年５月から平成５年３月まで 

             ④ 平成５年６月から 10年３月まで 

             ⑤ 平成 10年６月から 12年５月まで 

    私は、毎月町役場に行き、国民年金保険料を納付していたが、申請免除

の制度も知らないにもかかわらず、申立期間が申請免除期間とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間③のうち、平成２年４月及び同年５月については、申立人が保管

している２年７月の支出一覧を記載したメモに、「年金 1.7 万（２か月

分）」との記載があり、この金額は平成２年度の国民年金保険料額の２か月

分と合致する上、その他の記載内容や紙質及び筆跡に不自然な点は見られず、

申立人のメモを作成した当時の生活状況等の説明内容からみて、２か月分の

国民年金保険料を納付していたことを否定することはできないと考えられる。 

   また、申立人の全納付済期間（合計６か月）は、昭和 41 年４月及び同年５

月、平成５年４月及び同年５月、10 年４月及び同年５月と、いずれも４月及

び５月の保険料を納付していることから、申立人のメモに記載している２か

月分の国民年金保険料は、当年度の４月及び５月の保険料であると考えるの

が自然である。 

   一方、申立期間①及び②について、申立人は、当該期間の国民年金保険料

は郵便局で１か月ごとに納付を行っていたと主張しているが、当時、Ａ市の



指定金融機関に郵便局は含まれていなかったことから、郵便局では保険料を

納付できない上、当該期間の国民年金保険料の納付書は、３か月ごとの納付

書であったことから、申立人の主張と相違するなど、当該期間について、保

険料を納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   申立期間③のうち、昭和 62 年５月から平成２年３月までの期間及び２年６

月から５年３月までの期間については、申立人の所持する２年７月の支出メ

モの前後の期間のメモにおいて、同様に保険料を納付したものと考えられる

記載は無い上、申立人は、昭和 62 年５月に会社を退職後、国民年金の加入手

続は、現在の場所にある旧Ｂ町役場（現在は、Ａ市Ｃ支所）に行き、国民健

康保険課の隣の窓口が国民年金課であったので、同時に加入手続を行ったと

主張しているところ、Ｂ町役場が現在の場所に移転したのは 63 年以降であり、

当時国民健康保険課と国民年金課は隣同士ではなかったと元職員が証言して

いることから、申立人の記憶は曖昧であり、退職直後から国民年金に加入し、

保険料を納付したという申立人の主張は認め難い。 

   申立期間④について、申立人は、友人と一緒に保険料を納付したと主張し

ているが、当該友人は、当時 60 歳到達により国民年金被保険者資格を喪失し

ている上、申立人は平成８年に生活が苦しくなり家を競売したと記憶してい

ることなど、申立内容に不自然な点が見られる。 

   申立期間⑤については、基礎年金番号制度が導入された平成９年１月以降

の期間であり、保険料の収納業務が電算処理により行われていたことから、

この当時における記録管理の信頼性は高いものと考えざるを得ない上、ほか

に申立期間⑤について保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成２年４月及び同年５月の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

 



熊本厚生年金 事案 728 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間について、事業主は、申立人が昭和 21 年９月１日に厚生年金保険

被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが

認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 
なお、申立期間の標準報酬月額については、150 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年８月１日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 17 年３月から 23 年３月までＡ社のＢ営業所に継続して勤務

していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できなかっ

た。申立期間に勤務していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ａ社Ｂ営業所（以下「Ｂ営業所」という。）

に継続して勤務していたと申し立てているところ、申立人が記憶する同僚 10

人について、申立人同様、当時、Ｂ営業所の適用事業所であった同社Ｃ営業

所（以下「Ｃ営業所」という。）又は同社Ｄ営業所（以下「Ｄ営業所」とい

う。）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にて氏名が確認できることか

ら、申立人の申述内容は信憑
ぴょう

性があり、当該期間について、Ｂ営業所に勤務

していたと推認できる。 

また、申立人の申立期間に係る資格の喪失及び取得に係る処理は、申立人

の勤務先であるＢ営業所における厚生年金保険の事務を担当していた事業所

がＣ営業所からＤ営業所に変更になったことによるものと考えられるところ、

Ｄ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人及び申立人

がＢ営業所の同僚として名前を挙げた 10 人がいずれも昭和 21 年９月１日に

Ｄ営業所において資格取得していることが確認できることから判断すると、

同年９月１日付けで変更があったものと推認される。 



一方、オンライン記録によれば、申立人は、昭和 21 年８月１日にＣ営業所

で厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同年９月１日にＤ営業所で同資格を

取得していることが確認できるが、申立人のＣ営業所に係る資格喪失日につ

いて、オンライン記録に年金記録を収録する際に元の記録となったＣ営業所

の健康保険厚生年金保険被保険者名簿からみると、申立人がＢ営業所の同僚

として挙げた前述の 10 人のうち６人及び申立人の資格喪失日（先頭者に資格

喪失日が記載され、他の６人には申立人を含め「〃」表示が付されている。）

は 21 年８月１日とも、同年９月１日とも判読できる不鮮明な記録となってい

るところ、オンライン記録に年金記録が収録されていない２人を除く４人の

オンライン記録では、21 年８月１日から同年９月１日までの被保険者資格を

確認できる上、管轄の年金事務所は、前述のＣ営業所の被保険者名簿以外に

この期間に係る被保険者名簿を有していないことから、当該同僚に係るＣ営

業所の資格喪失日を同年９月１日として収録したものであると考えることが

自然であり、申立人の資格喪失日も同様に、同日で収録すべきものであった

と考えられ、社会保険事務所が申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日

を誤って記録した可能性がうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、Ｃ営業所は、申立人に係る厚生年金保険被

保険者資格を昭和 21 年９月１日に喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し

て行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ｃ営業所の被保険者名簿に記

載された申立人の標準報酬月額の記録から、150円とすることが妥当である。 



熊本厚生年金 事案 729 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年３月 26日から 39年７月 25日まで 

② 昭和 39年７月 28日から 41年３月 29日まで 

③ 昭和 41年 12月 10日から 43年２月 21日まで 

④ 昭和 44年４月１日から 45年１月 27日まで 

申立事業所を突然解雇され、その後同事業所に行ったことは無く、脱退

手当金の支給決定日頃は妊娠８か月であり、脱退手当金を受け取った記憶

が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間の間にある２事業所

に係る９か月の被保険者期間が未請求となっており、これを申立人が失念す

るとは考え難い上、４事業所に係る４回にわたる申立期間と未請求となって

いる被保険者期間は同一の被保険者記号番号で管理されているにもかかわら

ず、支給されていない期間が存在することは事務処理上不自然である。 

また、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の前後で管理され

ている女性 67 人のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日の前後２

年以内に同資格を喪失した２年以上の厚生年金保険被保険者期間を有する 25

人の脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人のみとなって

いる上、上記受給資格者のうち、回答が得られた４人はいずれも会社から脱

退手当金についての説明を受けていないとしていることから、事業所による

代理請求が行われたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間における脱退手当金を受給したとは認められない。 



熊本厚生年金 事案 730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年６月 27日から 42年３月４日まで 

             ② 昭和 42年８月 12日から 43年４月 16日まで 

    年金記録によると、Ａ社Ｂ工場を辞めた後、昭和 43 年６月に脱退手当金

を受給したことになっているが、請求や受給した覚えは無いので、記録を

訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期間に

ついてはその計算の基礎とされておらず未請求となっているところ、申立人

が、申立期間を含む４回の被保険者期間のうち２回の申立期間のみを請求し、

申立期間の前にある２事業所 30 か月に及ぶ被保険者期間を失念するとは考え

難い。 

また、申立人の脱退手当金は申立期間の最終事業所であるＡ社Ｂ工場の厚

生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月経過後の昭和 43 年６月 11 日

に支給決定されていることが確認できるところ、同社に係る厚生年金保険被

保険者名簿における申立人の前後 65 人の女性のうち、申立人の資格喪失日の

前後２年以内に資格喪失し、受給資格を有している者の中で、同社を最終事

業所として受給しているのは申立人を含め２人のみであることから、事業主

が申立人の委任を受けて代理請求を行ったとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



熊本厚生年金 事案 731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 12月１日から 37年４月１日まで 

             ② 昭和 37年７月２日から同年 12月 26日まで 

             ③ 昭和 38年１月 21日から同年４月１日まで 

             ④ 昭和 38年４月５日から同年 10月１日まで 

             ⑤ 昭和 38年 10月８日から 39年４月１日まで 

             ⑥ 昭和 40年４月１日から同年 11月 21日まで 

    申立期間は、脱退手当金を支給したとの記録になっているが、脱退手当

金の受給手続を行っておらず、受給した記憶が無いので、受給していない

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間の間にある６か月の

被保険者期間がその計算の基礎とされておらず未請求となっているが、これ

を申立人が失念するとは考え難い上、６回にわたる申立期間と未請求となっ

ている被保険者期間は同一の被保険者記号番号で管理されているにもかかわ

らず、支給されていない期間が存在することは事務処理上不自然である。 

また、申立人が脱退手当金を受給したと記録されている最終事業所におい

て被保険者資格を有する 41 人の健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申

立人の資格喪失日の前後２年以内に資格喪失した女性のうち、脱退手当金の

受給要件を満たす５人の支給記録を確認したところ、受給者は申立人のみと

なっている上、当該事業所における複数の同僚は、事業主から脱退手当金の

制度の説明を受けたことが無いと証言していることから、事業主による代理

請求が行われたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間における脱退手当金を受給したとは認められない。 



熊本厚生年金 事案 732 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を、

平成 19 年６月 29 日は 18 万 9,000 円、同年 12 月 10 日は 24 万 1,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年６月 29日 

             ② 平成 19年 12月 10日 

    平成 19 年６月 29 日及び同年 12 月 10 日にＡ事業所から支給された賞与

からは厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、年金額の計算に

反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額について、

年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②に係る標準賞与額は、当該期間に係る保険料の徴収権が

時効により消滅した後に事業主が提出した賞与支払届に基づき、平成 22 年７

月２日に訂正され、当該期間のうち、19 年６月 29 日は 18 万 9,000 円、同年

12 月 10 日は 24 万 7,000 円と記録されているところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により当該期間は年金額の計算の基礎となる標準賞与額にはな

らないとされている。 

しかしながら、申立人が提出した給与明細書及び事業主が提出した給与台

帳から、平成 19 年６月 29 日は 18 万 9,000 円、同年 12 月 10 日は 24 万



1,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料が控除されていることが確認

できる。 

   また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲

内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

   したがって、申立期間①及び②に係る標準賞与額は、前述の給与明細書及

び給与台帳において確認できる厚生年金保険料控除額又は総支給額から、平

成 19 年６月 29 日は 18 万 9,000 円、同年 12 月 10 日は 24 万 1,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、社会保険事務

所（当時）は、申立人に係る申立期間①及び②の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 733 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立期間のうち昭和 50 年５月１日から 52 年３月１日までの期

間について、申立人が 50 年５月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、

52 年３月１日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）

に対し行ったことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日

及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 50 年５月から同年９月ま

では９万 2,000 円、同年 10 月から 51 年９月までは 10 万 4,000 円、同年 10

月及び同年 11 月は 11 万 8,000 円、同年 12 月から 52 年２月までは 13 万

4,000円とすることが妥当である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月１日から 52年５月１日まで 

    昭和 49 年４月から 52 年４月までＡ社に勤務していたのに厚生年金保険

の記録が確認できない。申立期間について、厚生年金保険被保険者であっ

たと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 50 年５月１日から 52 年３月１日までの期間につい

ては、申立人の申述内容に加え、Ａ社における同僚が、申立人は 51 年７月以

降も同社に勤務していたと証言している上、申立人の元妻が、「申立人は、昭

和 52 年３月末日までとの記憶は無いが、同年３月のいずれかの日まで同社に

勤務していた。」と証言しているところ、その元妻の証言は具体性があり、か

つ申立人の主張とも符合し、信憑
  ぴょう

性も高いことから申立人が当該期間におい

て、同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、申立人の申述及びオンライン記録等により、当時の従業員数は約７

人から８人であったと確認できるところ、申立期間及び申立期間前後に勤務

していた６人（申立人を除く）は、「自らの勤務期間の終期は、厚生年金保険

の資格喪失日と一致している。」と回答していることから、Ａ社においては、

ほぼ全ての従業員を退職まで厚生年金保険に加入させていたものと考えられ



る。 

さらに、申立期間のうち、昭和 50 年５月１日から同年８月 18 日までの期

間について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン

記録では、同社に係る厚生年金保険被保険者整理番号（事業所番号＊）の＊

番及び＊番が欠落しており、同社の整理記号と類似するＢ社の健康保険厚生

年金保険被保険者原票及びオンライン記録により、整理番号（事業所番号

＊）の＊番及び＊番に収録が確認でき、このうち＊番において、申立人と生

年月日が同一であり読み方が「Ｃ」（申立人は「Ｄ」）となっていることが確

認できる。 

加えて、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者整理番号は１番から 18 番まで連

続しており、その次に＊番と＊番が収録されていることが確認できることか

ら、社会保険事務所が誤って、申立人をＢ社の被保険者として収録したこと

が推認される。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、事業主が申立人のみ昭和 50 年８月 18 日に被保険者資格を喪失させる

旨の届出を行ったとは考え難く、事業主は、申立人がＡ社において、同年５

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、52 年３月１日に被保険者資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ｂ社のオンライン記録及び申

立期間当時の同僚の標準報酬月額の記録により、昭和 50 年５月から同年９月

までは９万 2,000 円、同年 10 月から 51 年９月までは 10 万 4,000 円、同年

10 月及び同年 11 月は 11 万 8,000 円、同年 12 月から 52 年２月までは 13 万

4,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 49 年４月１日から 50 年５月１日までの期間

については、前述のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票等からは

申立人の名前は確認できない上、当時の事業主や同僚等の証言も得られない

ことから、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用状況等について、確認す

ることができない上、オンライン記録により、49 年６月６日に、申立人の父

親の被扶養者となっていることが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 52 年３月１日から同年５月１日までの期間に

ついては、申立人も同年３月に帰郷したと主張しており、前述のとおり、当

時の事業主や同僚等の証言も得られない上、Ａ社に勤務していたとする申立

人の記憶も曖昧であることから、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用状

況等について確認することができない。 

   このほか、当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 734 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和18年３月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出及び19年２月５日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、申

立人のＡ社Ｂ事業所における資格取得日を18年３月１日とし、資格喪失日を

19年２月５日とすることが必要である。 

   なお、昭和18年３月から19年１月までの標準報酬月額については、40円と

することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年２月１日から 19年２月５日まで 

    私は、昭和 18 年２月から海軍に入隊した 19 年２月５日まで、徴用によ

り第７期生として、Ａ社Ｂ事業所で働いていたが、厚生年金保険の記録が

確認できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、Ａ社Ｂ事業所に勤務していたと申し立てて

いるところ、昭和 18 年３月１日に同社において厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、20 年５月８日に資格を喪失している同僚から、「申立人と同じ時

期に入社し、勤務実態も同一であり、申立人は海軍に入隊するため、自分よ

り早く事業所を退社した。」との証言が得られ、申立人も海軍入隊のため、19

年２月５日まで同社に勤務したと申し立てており、厚生労働省が保管する旧

海軍における人事記録（履歴原票）の日付からも入隊日が同年２月５日であ

ることが確認できることから、当該期間について、同社に継続して勤務して

いたことが推認できる。 

また、前述の同僚と同時に入社し、勤務形態も同一であった同僚３人が、

Ａ社Ｂ事業所において厚生年金保険被保険者としての記録が確認できること

から判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと推認できる。 



   さらに、Ａ社Ｂ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、同名簿

に整理番号は付されておらず、厚生年金保険被保険者記号番号は順不同に割

り当てられていることから、申立期間当時における同名簿の管理状況が適切

であったとは認め難く、保管されている同名簿が申立期間当時の全ての厚生

年金保険被保険者の加入記録を網羅しているとは言い難い状況である。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人が昭和 18 年３月１日に被保険

者資格を取得し、19 年２月５日に被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主

が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、前述の申立人と同一の勤務形

態であったとみられる同僚の記録から、40円とすることが妥当である。 

 



熊本国民年金 事案 670 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 15 年１月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年１月から同年６月まで 

    平成 15 年７月 21 日に銀行預金から７万円を下ろし、手元にあった金と

合わせ国民年金保険料７万 9,800 円をＡ郵便局で納付したが、申立期間が

保険料納付期間とされていない。申立期間を国民年金保険料納付期間と認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、平成 15 年７月 21 日に銀行預金から７万円

を下ろし、手元にあった金と合わせ国民年金保険料７万 9,800 円をＡ郵便局

で納付したと主張しているが、オンライン記録によると、申立期間は申請免

除期間であり、追納の申出がなされた記録は確認できない上、申立人も追納

の申出に関する記憶は定かではないとしている。 

また、申立人が国民年金保険料を納付したと主張する郵便局における収納

記録を確認したところ、株式会社ゆうちょ銀行Ｂ事務センターでは、申立期

間の前後（平成 14 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 15 年７月から同年

10 月までの期間）については、申立人に係る領収済通知書が確認できるもの

の、申立期間については、申立人に係る領収済通知書が確認できなかったと

している。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間について保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本国民年金 事案 671 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年９月から 61 年２月までの期間及び同年９月から同年 11

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年９月から 61年２月まで 

             ② 昭和 61年９月から同年 11月まで 

    私は、退職後すぐに国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

していたので、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、退職後はすぐに国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していたと主張しているが、オンライン記録により、昭和 60 年９月 11

日から 61 年３月１日までの期間及び同年９月 24 日から同年 12 月 26 日まで

の期間の国民年金被保険者資格の取得及び喪失の記録は、平成８年１月 17 日

に追加されていることが確認できることから、申立期間①及び②は当時、国

民年金の未加入期間であり、保険料を納付できなかったものと考えられる。 

   また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情も見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付したことを示す関連資料（家計簿等）も無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



熊本厚生年金 事案 735 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月１日から 62年 12月１日まで 

    私は、昭和 58 年７月１日にＡ社を設立し、同年 12 月１日から厚生年金

保険の適用事業所となり、私自身同時期から厚生年金保険に加入していた

のに、申立期間について、私の厚生年金保険の加入記録が確認できなかっ

た。 

申立期間についても社会保険の適用事業所として保険料も支払っていた

ので、厚生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は申立期間を通して同社の代表取締

役であったことを確認でき、また申立人が所有する申立人名義の通帳記録か

ら、申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年２月、同年４月から同年６月まで

の期間及び同年８月から 62 年 12 月までの期間に同社から給与が支給されて

いたことを確認できることから、申立人は当該期間を通して同社に勤務して

いたことが推認できる。 
   しかしながら、オンライン記録では、Ａ社は、昭和 62 年 12 月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではないことが

確認できる。 
 また、昭和 62 年 12 月１日より前からＡ社に勤務していたとして、申立期

間において同社の取締役であった申立人の妻が名前を挙げた従業員のうち、

同社において厚生年金保険の記録を有する６人は、同社が適用事業所となっ

た日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、このうち複数の従業員

は、「昭和 62 年 11 月 30 日までは、事業所は社会保険に加入しておらず、社

員は全員同保険に加入していなかった。」旨供述している。 



   さらに、申立人から提出された申立人及びＡ社名義の銀行の通帳記録から

は、申立期間における申立人の厚生年金保険料の控除及び同保険料が社会保

険事務所（当時）へ納付されたことがうかがえる出納記録は確認できない。 

加えて、事業所には、厚生年金保険の適用事業所としての届出状況及び申

立人の厚生年金保険の資格取得について確認できる資料は残っていない上、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていた事実を確

認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、このほか、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資料及び周辺

事情も見当たらない。 
   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 736 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月１日から 62年 12月１日まで 

    私は、昭和 58 年７月１日にＡ社を設立し、同年 12 月１日から厚生年金

保険の適用事業所となり、私自身同時期から厚生年金保険に加入していた

のに、申立期間について、私の厚生年金保険の加入記録が確認できなかっ

た。 

申立期間についても社会保険の適用事業所として保険料も支払っていた

ので、厚生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は申立期間を通して同社の取締役で

あったことを確認でき、また申立人が所有する申立人名義の通帳記録から、

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年４月から同年６月までの期間及び同年

９月から 62 年 12 月までの期間に同社から給与が支給されていたことを確認

できることから、申立人は当該期間を通して同社に勤務していたことが推認

できる。 
   しかしながら、オンライン記録では、Ａ社は、昭和 62 年 12 月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではないことが

確認できる。 
 また、昭和 62 年 12 月１日より前からＡ社に勤務していたとして、申立人

が名前を挙げた従業員のうち、同社において厚生年金保険の記録を有する６

人は、同社が適用事業所となった日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し

ており、このうち複数の従業員は、「昭和 62 年 11 月 30 日までは、事業所は

社会保険に加入しておらず、社員は全員同保険に加入していなかった。」旨供

述している。 



   さらに、申立人から提出された申立人及びＡ社名義の銀行の通帳記録から

は、申立期間における申立人の厚生年金保険料の控除及び同保険料を社会保

険事務所（当時）へ納付したことがうかがえる出納記録は確認できない。 

加えて、事業所には、厚生年金保険の適用事業所としての届出状況及び申

立人の厚生年金保険の資格取得について確認できる資料は残っていない上、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていた事実を確

認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、このほか、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資料及び周辺

事情も見当たらない。 
   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 
 



熊本厚生年金 事案 737（事案 133の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年３月 15日から 23年５月１日まで 

    昭和 21 年３月 15 日から 23 年４月 30 日までの厚生年金保険被保険者期

間について、脱退手当金を受け取った覚えが無いので、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金については、ⅰ）厚生年金保険被保険者資格喪

失日から３か月後に支給が決定され、申立人の厚生年金保険被保険者記録に

基づき処理されており、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえないこと、ⅱ）年金事務所が保管するＡ社Ｂ営業

所に係る厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されているページ及び前

後のページに記載された受給資格者４人全員が脱退手当金を受給しており、

かつ、退職日から３か月以内に脱退手当金を受給していることから、事業主

による代理請求がなされた可能性も否定できないこと、ⅲ）申立人から聴取

しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を支給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づき、

平成 21 年１月 21 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

これに対し、申立人は、新たな資料や証拠は無いものの、脱退手当金制度

があったことも知らないので、脱退手当金を受給していないとの主張を認め

てほしいと再度申立てを行っているが、当該主張のみでは、委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情と認めることはできない。 

このほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認

めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年 10月１日から 11年８月１日まで 

 私が、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間における標準報酬月額

について、年金事務所の記録と実際の給与の額に相違があるので、正しい

金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人は、申立期間に係る給与について、Ｂ労働組合の専従役員を退任し、

Ａ社に復帰した平成 10年 10月のみ 38万円であり、管理職に任用された同年

11月には 47万円に変更されたと主張している。 

しかしながら、申立人が提出した平成 11 年７月分の給与支払明細書に記載

されている厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録

の標準報酬月額と一致している上、Ａ社は、｢平成 11 年度の健康保険厚生年

金保険被保険者標準報酬決定通知書から、取得時決定に係る報酬月額を 38 万

円と記載し、申立期間について標準報酬月額 38 万円に見合う保険料額を控除

したと思う。｣と回答している。 

また、Ａ社が加盟するＣ健康保険組合が管理する申立人に係る適用台帳か

ら確認できる申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と

一致している。 



このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除額を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が、その主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


